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1.背景と目的  

本研究は,南海トラフ巨大地震により,膨大な量の発生が

予測される災害廃棄物の一時的集積場（仮置き）であるス

トックヤードの立地について分析したものである。 

我が国は 2011 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災の被

害により膨大な災害廃棄物を発生させた。この発生した災

害廃棄物は約３年間を経て,処理・処分の終息を向かえると

予測されているが,処理・処分に膨大な時間を費やすことと

なった。NPO 法人建設政策研究所の災害廃棄物（ガレキ）

処理に関する見解と提言 1) の「提言 2」にもあるように,

静脈物流の川上部分であるストックヤードの設置数や配

置にもこの原因があることが考えられる為,今後起こり得

る大災害によって発生が予測される災害廃棄物の処理を

円滑にする為にもストックヤードの特性を明確にし,最適

化することが重要であるといえる。 

そこで本研究は,東日本大震災より更に大きな被害が予

測されている,南海トラフ巨大地震によって発生する災害

廃棄物の一時的な集積（仮置き）場であるストックヤード

を,CFD（Computer Fluid Dynamics）の一種である格子ボル

ツマン法を参考とし 2),3),災害廃棄物の発生量とストックヤ

ード・中間処理施設・最終処分場との関係性を数値的に検

証することを目的としている。 

 

2.研究方法 

2-1. 研究対象領域と現状の災害廃棄物処理プロセス 

研究対象領域は南海トラフ巨大地震による大きな被害

が予測される静岡県磐田市とする（図１）。 

東日本大震災により甚大な被害を被った宮城県石巻市

は平成 17 年度,人口数(167,324)・世帯数（56,857）4)であり,

磐田市は平成 17 年度,人口数(170,899)・世帯数（57,918）5)

と近似値である。また国土交通省が提供している国土数値

情報の土地利用メッシュ 6)のカテゴリー（建物用地）の総

数が石巻市は5038メッシュに対し,磐田市は4491メッシュ

と近似しているため,石巻市の災害廃棄物処理工程にヒン

トを得て解析を行っている。 

 石巻市における災害廃棄物の静脈物流システムは図２

のように,災害廃棄物の発生現場から,一次仮置場に集めら

図２ 仮置場から処理に至るまでのフローチャート 

 
図１ 選定領域 
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れ,災害廃棄物の選別作業を行い再資源化または,最終処

分等に選別される。二次仮置場においては,選別された災

害廃棄物ごとに破砕,焼却等の処理が施される。このプロ

セスで細分化された災害廃棄物は,中間処理場等を経て再

資源化施設,最終処分場へ輸送される。このような物流の

ネットワーク形成がなされている。 

2-2.計算空間の設定 

石巻市における災害廃棄物の静脈物流システムを基に,3

次メッシュ 1/10 細分区画（約 100ｍメッシュ・総数 16,016）

を 4 レイヤー（16,016×4＝42,464 メッシュ）作成した（図

３）。 

レイヤー1 においては,一般的に地震または津波によっ

て倒壊または使用不能となることが予測される建築物を,

メッシュによって微細に表現しているレイヤーである。災

害廃棄物に成り得る建物用地メッシュは,国土交通省の数

値情報より算出しており,建物用地メッシュの総数は 4,491

メッシュ存在している。 

レイヤー2 においては,ストックヤード（SY）の選定を行

った上で位置情報を入力し,メッシュ化を行ったものであ

り,ストックヤードの選定においては,石巻市を事例として

いる。石巻市（石巻ブロック）のストックヤードは,24 カ 

所存在し,それらの被災前の用途と選定理由は表１の通り

である。選定理由に着目すると,主に「グラウンド・田畑な

ど開けたスペース」「公有地」の 2 パターンの特性が抽出

できる。本研究では,「開けたスペースであるグラウンド・

ゴルフ場・公園又は漁港」「公有地」と,2 つのキーワード

と,石巻市の津波被害による建築物の損害事例と重ね合わ

せながら考察すると,地震による建築物の損害の他,津波に

よる倒壊や浸水など甚大な被害が予測されるため, ストッ

クヤードの配置数は,土地利用による建物用地密集区域周

辺≧津波被害予測区域＞内陸部と選定を行っている（図 4,

表 2）。 

 レイヤー3 では,中間処理施設の位置情報をまとめてお

り,全 6 施設となっている。施設の配置特性として,内陸部

の山側・川側に立地している。また,1 施設は沿岸部に位置

しており,明らかに津波による浸水被害が予測されるため,

本研究では対象外とした。 

 レイヤー4 においては,最終処分場の位置情報をまとめ

ており,磐田市内に全 3 施設存在している。そのうち 1 施設

は,中間処理も行っているため,レイヤー3 の施設数に 1 加

算している。 

 なおレイヤー3・レイヤー4 においての各業者は,静岡県

産業廃棄物協会 7)の加盟業者を参考としており,本研究は,

図 3 磐田市における 3次メッシュ 

表１ SY の選定情報（石巻市） 

№ 震災前の利用状況 補足説明

Y1 市女商高校校庭（石巻市渡波字浜曽根山1番地） 学　校 被災し機能喪失

Y2 雄勝海洋センター前芝生広場（石巻市雄勝町雄勝字船戸明神17番地） 運動施設 被災し機能喪失

Y3 雄勝町民グラウンド（石巻市雄勝町雄勝字寺24番地） グラウンド 被災し機能喪失

Y4 雄勝保育所(石巻市雄勝大字雄勝字寺85番地） 保育所 被災し機能喪失

Y5 長浜（石巻市魚町3丁目9番地） 公　園 被災し機能喪失

Y6 雲雀野グラウンド（石巻市雲雀野長1丁目） 公　園 被災し機能喪失

Y7 魚町西公園（石巻市魚町1丁目3番地） 公　園 被災し機能喪失

Y8 北上水辺センター(石巻市北上町橋浦字南釜谷崎地内） 公　園 被災し機能喪失

Y9 石巻市南境字大埣 公園予定地（未使用）

Y10 山鳥駐車場(石巻市鮎川浜駒ヶ峯地内） 駐車場

Y11 にっこりサンパーク第１(石巻市北上町十三浜字小田地内） 土取り場

Y12 にっこりサンパーク第２(石巻市北上町十三浜字小田地内） 森　林

Y13 谷川県水産公社跡地(石巻市谷川浜前田地内) 水産試験場 被災し機能喪失

Y14 表浜漁港(石巻市給分浜後山山地内） 漁　港 被災し機能喪失

Y15 工業港南浜埠頭（石巻市潮見町） 埠頭（未使用）企業誘致用 被災し機能喪失

Y16 工業港雲雀野埠頭（石巻市雲雀野町２丁目） 埠頭（未使用）企業誘致用 被災し機能喪失

Y17 旧龍ノ口最終処分場跡地(石巻市前谷地字龍ノ口山27番地） 未使用（旧衛生処理場）

Y18 桃生　西嶺(石巻市桃生町城内字西嶺52番地２） 未使用（遊休地）

Y19 旧河北地区衛生センター跡地（石巻市成田字成沢18番地１） 未使用（河川敷）

Y20 御所入（石巻市湊字御所入山） 未使用（旧砕石場）

Y21 不動沢（石巻市湊字葛和田山） 未使用（旧砕石場）

Y22 川口町（石巻市川口町3丁目1番地） 未使用（遊休地） （被災し機能喪失）

Y23 清崎(石巻市十八成浜清崎山地内) 未使用（遊休地）

Y24 桃生　カントリー脇(石巻市桃生町太田字新小塚１番地１） 震災廃棄物置場

表２ SY の選定(磐田市) 

№ 震災前の利用状況

Y1 向陽中学校 学校

Y2 豊田国際カントリークラブ ゴルフ場

Y3 磐田南小学校 学校

Y4 つつじ公園 公園

Y5 福田西部グラウンド グラウンド

Y6 磐田市立南公民館グラウンド グラウンド

Y7 磐田城山球場 グラウンド

Y8 福田豊浜グラウンド グラウンド

Y9 浜松シーサイドゴルフクラブ ゴルフ場

Y10 福田漁港 漁港

Y11 安久路公園 公園

Y12 磐田スポーツ交流の里ゆめりあ グラウンド

Y13 かぶと塚グラウンド グラウンド

Y14 竜洋東小学校 学校

Y15 豊田中学校 学校

Y16 静岡県立磐田西高校 学校

Y17 豊岡天竜川グラウンド３ グラウンド

Y18 豊田加茂グラウンド グラウンド

Y19 竜洋海洋公園 公園

Y20 竜洋スポーツ公園サッカー場 グラウンド

Y21 竜洋昆虫自然観察公園 公園

Y22 豊岡天竜川グラウンド１ グラウンド

Y23 豊岡天竜川グラウンド２ グラウンド  

 

図４ SY の配置（磐田市） 
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がれき類の修理能力がある施設のみを対象とした。 

3.災害廃棄物処理プロセス 

災害廃棄物の広域処理を最小限に抑え,地域内で円滑に

処理するためには,各施設との輸送プロセス（距離）と災害

廃棄物のストック量,各処理施設の処理量の均一化を可能

にすることが重要だと言える。 

3-1.輸送経路の最適化 

輸送経路の最適化は,輸送費を最小限に抑え,輸送時間を

最小にするという仮定に基づくならば,災害廃棄物の流れ

は図 5のようなトポロジーに一致すると考えられる。 

3-2.各レイヤーの災害廃棄物管轄量 

各レイヤーが管轄する災害廃棄物（がれき類）量を建物

用地面積（＝災害廃棄物発生予想面積）から求める。 

例えば,図 6のような矩形領域において,建物用地（B）:9,

ストックヤード（SY）:3,中間処理施設（I）:2,最終処分場

（F）:2 を含む空間を考える。建物レイヤー,ストックヤー

ドレイヤー,中間処理施設レイヤー,最終処分場レイヤー, 

の 4 レイヤーに分割し,各レイヤーごとに順を追って検証

していく。 

まず建物用地とストックヤードの関係は,B1.B2.B3 の最

近隣ストックヤードは SY1 であるから,SY1 が管轄する災

害廃棄物発生予測量は+1+1+1=3 となる。同様に SY2 は

+1+1+1=3,SY3 は+1+1=2 となる。 

 次にストックヤードと中間処理施設の関係を考えると, 

I1 は SY1 の最近隣中間処理施設であり,他のストックヤー

ドを管轄しないため,管轄する災害廃棄物発生予測量=3 と

なる。同様に I2は,SY2,SY3を管轄するため+3+2=5となる。 

最後に中間処理施設と最終処分場を考えると,F1 は I1,I2

を管轄するため,+5+3=8 となる。また F2 は管轄する中間処

理施設は存在しないため, 災害廃棄物発生予測量の指数は

0 となる。 

このように対象メッシュに各レイヤーで順を追って数

値を加算する手法は,格子ボルツマン法における併進する

粒子運動モデルを参考としている。 

 

図 5 予測災害廃棄物の静脈物流 

 

図 6 各レイヤーが管轄する予測災害廃棄物量 
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3-2.各レイヤーの災害廃棄物ストック量 

図 7 は,災害廃棄物発生現場～ストックヤード～中間処

理施設～最終処分場のトポロジーと,各ヤードが管轄する

災害廃棄物発生予測面積を図示したものである。 

各ストックヤードが管轄する災害廃棄物量の平均は

195ha となったが,最小値と最高値との差は 525ha となり,

均一が取れていないことがわかる。 

次に各中間処理施設においては,平均値は約 750ha とな

っており,明らかに I3,I5 において飽和状態に陥ることがわ

かる。また,中間処理施設において,1 施設は管轄するストッ

クヤードが存在しないのは,中間処理施設が内陸部に集積

し,他施設との近接化によるものだと推測できる。 

 最後に最終処分場においては,各施設とも 2 つの中間処

理場からの災害廃棄物を請け負うことを示しており,管轄

数に関しては均一化が取れるが,平均値は約 1500ha となっ

ており,F1 が大幅に下回っている。これは,F1 の管轄する中

間処理施設の I2の災害廃棄物が0haになっているからだと

言える。 

4.まとめ 

以上より,本研究は,宮城県石巻市の東日本大震災によ

り発生した災害廃棄物の処理プロセスを事例として,南海

トラフ巨大地震により発生が予測される災害廃棄物の処

理・処分を円滑に行うべく災害廃棄物用ストックヤード最

適化の基礎資料としてまとめた。 

磐田市の災害廃棄物発生予測面積は 4,490ha となり,石巻

を事例としたストックヤードの選定を行い,災害廃棄物発

生予測面積～ストックヤード～中間処理施設～最終処分

場と順を追って解析を行うと,各レイヤーおいて管轄する

災害廃棄物量に偏りが見られた。その要因としてストック

ヤードに対しての中間処理施設・最終処分場の少なさ,中間

処理施設・最終処分場の密集・近隣化が挙げられる。 

各レイヤーの輸送プロセスと管轄量の均一化し,最適化

するためには,中間処理施設・最終処分場の視点から考察す

ると,数を増やす,又は配置を分散し,密集を防ぐ,が考えら

れる。また,ストックヤードの視点から考えると,公有地の

みに焦点を置かず,私有地ではあるが事前に所有者の理解

を得,田畑等の開けたスペースの活用の検討を行うことが

考えられる。 

最後に,今後の我が国において,発生し得る大災害によ

る災害廃棄物の効率的かつ安全な地域内処理・処分プロセ

スの一つの指標とし,被災後の早急な復興を可能にするた

めの一助となる資料として提供する。 
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図 7 各レイヤーの災害廃棄物発生予測面積 
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